
様式 １　公表されるべき事項

国立大学法人熊本大学の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

  ②令和３年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和３年度における改定内容

本学の主要業務は教育・研究事業である。役員報酬水準を検討するにあたって、他の
国立大学法人、国家公務員、私立大学等の教育・研究事業を行っている学校法人や独立
行政法人のほか、国や地方公共団体が運営する教育・研究機関のうち、常勤職員数（当
該法人約２，６００人）や教育・研究事業で比較的同等と認められる以下の法人等を参
考にした。

（１）国立大学法人岡山大学・・・当該法人は、同じ国立大学法人として教育・
研究事業を実施している（常勤職員数約２，６００人）。公表資料によれば、
令和２年度の学長の年間報酬額は１８，７９５千円（調整手当分を除く。）
であり、公表対象年度の役員報酬規程に記載された本俸額を勘案すると、
１８，５８０千円（調整手当分を除く。）と推定される。
同様の考え方により、理事については１５，０２２千円（調整手当分を除
く。）。
監事については１１，８５０千円（調整手当分を除く。）と推定される。

（２）事務次官年間報酬額 ２３，３７４千円

役員の報酬については、「役員給与規則」において学長にあっては国立大学法人評
価委員会が行う業績評価の結果等を勘案し、また、学長以外の常勤役員にあっては、
同委員会における業績評価及び個々の役員の業務に対する貢献度等を総合的に勘案し
て賞与（期末特別給）を１０％の範囲内で増減できることとしてる。なお、令和３年
度においては、役員賞与の増減は行っていない。

法人の長（学長）の報酬基準は、月額及び期末特別給により構成され
ている。月額については、「役員給与規則」により、基本給
（1,107,000円）（令和３年度における額）に、支給要件を満たす場合
は特別都市手当、広域異動手当、通勤手当及び単身赴任手当を加算する。
期末特別給についても、「役員給与規則」に則り、期末特別給基礎額
（｛（基本給月額）＋（特別都市手当及び広域異動手当の月額）｝×
１．４５）に６月に支給する場合においては１．６７５、１２月に支給
する場合においては１．６７５を乗じて得た額に基準日（６月１日又は
１２月１日）以前６ヶ月以内の期間におけるその者の在職期間の区分に
応じた割合を乗じて得た額としている。

（令和３年度における役員給与規則改正内容）
令和３年４月１日改正
期末特別給の額を決定する際に、期末特別給基礎額に乗ずる

割合を次のように改正した。
６月に支給する場合
１００分の１６７．５（改正前は１００分の１７０）

１２月に支給する場合
１００分の１６７．５（改正前は１００分の１７０）
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理事

理事（非常勤）

監事

監事（非常勤）

理事の報酬基準は、月額及び期末特別給により構成されている。月額
については、「役員給与規則」により、基本給（633,000円、706,000円、
761,000円又は818,000円のいずれか学長が個別に決定した額）（平成27
年度における額）に、支給要件を満たす場合は特別都市手当、広域異動
手当、通勤手当及び単身赴任手当を加算する。期末特別給についても、
「役員給与規則」に則り、期末特別給基礎額（｛（基本給月額）＋（特
別都市手当及び広域異動手当の月額）｝×１．４５）に６月に支給する
場合においては１．６７５、１２月に支給する場合においては
１．６７５を乗じて得た額に基準日（６月１日又は１２月１日）以前
６ヶ月以内の期間におけるその者の在職期間の区分に応じた割合を乗じ
て得た額としている。

（令和３年度における役員給与規則改正内容）
令和３年４月１日改正
期末特別給の額を決定する際に、期末特別給基礎額に乗ずる

割合を次のように改正した。
６月に支給する場合
１００分の１６７．５（改正前は１００分の１７０）

１２月に支給する場合
１００分の１６７．５（改正前は１００分の１７０）

（※法人の長の場合に同じ）

理事（非常勤）の報酬基準は、月額により構成されている。月額につ
いては、「役員給与規則」により、３００，０００円と定めている。

監事の報酬基準は、月額及び期末特別給により構成されている。月額
については、「役員給与規則」により、基本給（633,000円、706,000円
又は761,000円のいずれか学長が個別に決定した額）（平成27年度にお
ける額）に、支給要件を満たす場合は特別都市手当、広域異動手当、通
勤手当及び単身赴任手当を加算する。期末特別給についても、「役員給
与規則」に則り、期末特別給基礎額（｛（基本給月額）＋（特別都市手
当及び広域異動手当の月額）｝×１．４５）に６月に支給する場合にお
いては１．６７５、１２月に支給する場合においては１．６７５を乗じ
て得た額に基準日（６月１日又は１２月１日）以前６ヶ月以内の期間に
おけるその者の在職期間の区分に応じた割合を乗じて得た額としている。

（令和３年度における役員給与規則改正内容）
令和３年４月１日改正
期末特別給の額を決定する際に、期末特別給基礎額に乗ずる

割合を次のように改正した。
６月に支給する場合
１００分の１６７．５（改正前は１００分の１７０）

１２月に支給する場合
１００分の１６７．５（改正前は１００分の１７０）

監事（非常勤）の報酬基準は、月額により構成されている。月額につ
いては、「役員給与規則」により、２００，０００円と定めている。
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２　役員の報酬等の支給状況
令和３年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,779 13,284 3,495
（　　　　）

R3.4.1 ※

千円 千円 千円 千円

14,594 9,816 3,973 805
（単身赴任手当等）

R3.4.1

千円 千円 千円 千円

13,813 9,816 3,973 24
（通勤手当）

R3.4.1

千円 千円 千円 千円

13,909 9,816 3,973 120
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

13,813 9,816 3,973 24
（通勤手当）

R3.4.1

千円 千円 千円 千円

12,877 8,439 3,429 1,008
（単身赴任手当等）

R4.3.30 ◇

千円 千円 千円 千円

2,416 2,400 16
（通勤手当）

R3.8.1

千円 千円 千円 千円

11,951 8,472 3,429 50
（通勤手当）

千円 千円 千円 千円

2,450 2,400 50
（通勤手当）

※

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　 　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄
注３：総額、各内訳が千円未満切り捨てのため、総額と各内訳の合計額は必ずしも一致しない。

D理事

C理事

その他（内容）

A監事

B監事
（非常勤）

法人の長

A理事

B理事

F理事
（非常勤）

前職

E理事

就任・退任の状況
役名
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３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

熊本大学は、「教育基本法及び学校教育法の精神に則り、総合大学と
して、知の創造、継承、発展に努め、知的、道徳的及び応用的能力を備
えた人材を育成することにより、地域と国際社会に貢献することを目的
とする。」を理念としている。
熊本大学は、地域とともに成長・発展してきた歴史と伝統を踏まえつ

つ、その個性と強みを生かし、世界レベルの先端研究を先鋭化すること
で、大学全体の機能強化を主導し、次世代を担う研究領域を育むととも
に、人材育成のパラダイムシフトを敢行し、地域の問題をグローバルに
考える人材育成を推進する、というビジョンにより、教育改革、組織改
革、入試改革、国際化、地域連携、ガバナンス改革、人事給与制度の改
革等を学長のリーダーシップの下で推進している。
熊本大学の学長は、常勤職員数約２，０００名の法人の代表として、

その業務を総理するとともに、校務を司り、所属職員を統督して、経営
責任者と教学責任者の職務を同時に担っている。
学長の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
５５，０５３千円と比較した場合、それ以下であり、また、事務次官の
年間給与額２３，３７４千円と比べてもそれ以下となっている。
熊本大学では、学長の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸

給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、学長の職務の特性は上に記
したとおり法人化移行前の学長と同等以上と言え、相当号俸である指定
職７号俸が適用される官職である研究所・試験所の長は当法人と職務内
容、職責が近い。
また、他の国立大学法人で本学と同規模であり、病院を持つ総合大学

の長の報酬水準と同水準となっている。
こうした職務内容の特性や民間企業、事務次官又は他の同規模の総合

大学との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考える。

熊本大学の理念等については法人の長(学長）の欄に記載したとおり
である。
熊本大学の理事は、常勤職員数約２，０００名の法人の代表である学

長の定めるところにより、学長の業務を補佐して法人の業務を掌理して
いる。
理事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬

５５，０５３千円と比較した場合、それ以下であり、また、事務次官の
年間給与額２３，３７４千円と比べてもそれ以下となっている。
熊本大学では、理事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸

給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、理事の職務の特性は上に記
したとおり法人化移行前の指定職適用役職員と同等以上と言え、相当号
俸である指定職１から３号俸が適用される官職である本省審議官等と職
務内容、職責が近い。
また、他の国立大学法人で本学と同規模であり、病院を持つ総合大学

の理事の報酬水準と同水準となっている。
こうした職務内容の特性や民間企業、事務次官又は他の同規模の総合

大学との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考える。
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　理事（非常勤）

　監事

　監事（非常勤）

【文部科学大臣の検証結果】

熊本大学の理念等については法人の長(学長）の欄に記載したとおり
である。
熊本大学の理事（非常勤）は、常勤職員数約２，０００名の法人の代

表である学長の定めるところにより、学長の業務を補佐して法人の業務
を掌理している。
熊本大学では、理事(非常勤）として民間弁護士を起用することを想

定し、報酬月額については弁護士の一般的な相談料と理事(非常勤）の
大学への出勤予定回数等を考慮した結果、３００，０００円と定めてい
る。この報酬月額は、本学と同規模で病院を持つ国立大学法人の理事
（非常勤）の報酬水準とおおむね同水準となっている。
理事(非常勤）の職務内容の特性や他の同規模の総合大学との比較を

踏まえると、報酬水準は妥当であると考える。

熊本大学の理念等については、法人の長(学長）の欄に記載したとお
りである。
熊本大学の監事は、常勤職員数約２，０００名の業務の監査を行うも

のである。
監事の年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬

５５，０５３千円と比較した場合、それ以下であり、また、事務次官の
年間給与額２３，３７４千円と比べてもそれ以下となっている。
熊本大学では、監事の報酬月額を法人化移行前の国家公務員指定職俸

給表の俸給月額を踏まえて決定しているが、監事の職務の特性は上に記
したとおり法人化移行前の指定職適用役職員と同等以上と言え、相当号
俸である指定職１から３号俸が適用される官職である本省審議官等と職
務内容、職責が近い。
また、他の国立大学法人で本学と同規模であり、病院を持つ大学の監

事の報酬水準と同水準となっている。
こうした職務内容の特性や民間企業、事務次官又は他の同規模の総合

大学との比較を踏まえると、報酬水準は妥当であると考える。

熊本大学の理念等については、法人の長(学長）の欄に記載したとお
りである。
そうした中で、熊本大学の監事（非常勤）は、常勤職員数約

２，０００名の法人の業務の監査を行うものである。
熊本大学では、監事（非常勤）の報酬月額について、公認会計士の一

般的な相談料と監事の本学への出勤予定回数等を考慮した結果、
２００，０００円と定めている。
この報酬月額は、他の国立大学法人で本学と同規模であり、病院を持

つ総合大学の監事の報酬水準と比較した場合、おおむね同水準と考えら
れる。
監事(非常勤）の職務内容の特性や他の同規模の総合大学との比較を

踏まえると、報酬水準は妥当であると考える。

職務内容の特性や国家公務員指定職適用官職、他の同規模の国立大学
法人、民間企業等との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥当で
あると考える。
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４　役員の退職手当の支給状況（令和３年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

0

千円 年 月

0

千円 年 月

0

千円 年 月

0

千円 年 月

0

千円 年 月

0 3 11 R4.3.30 ◇

千円 年 月

0

千円 年 月

0

千円 年 月

0

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

法人での在職期間

理事D

理事C

理事A

理事E

理事Ｆ
（非常勤）

監事A

監事B
（非常勤）

法人の長

理事B
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５　退職手当の水準の妥当性について
【法人の判断理由等】

区分

【文部科学大臣の検証結果】

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

退職手当は支給していない。（令和2年9月1日付けで監事任命　任期継続中のため）

退職手当は支給していない。（令和2年9月1日付けで監事任命　任期継続中のため）（常時勤務を要しない役員

は、役員退職手当規則の適用除外としている。）

監事A

監事B
（非常勤）

判断理由
退職手当は支給していない。（令和3年4月1日　法人の長（学長）就任　任期継続中のため）

退職手当は支給していない。（令和3年4月1日付けで理事任命　任期継続中のため）

退職手当は支給していない。（令和4年3月30日付けで理事辞任後、文部科学省職員に採用のため。）

退職手当は支給していない。（令和3年8月1日付けで理事（非常勤）任命　任期継続中のため）（常時勤務を要

しない役員は、役員退職手当規則の適用除外としている。）

理事D

理事F
（非常勤）

退職手当は支給していない。（令和3年4月1日付けで理事任命　任期継続中のため）

法人の長

理事A

理事E

理事C

退職手当は支給していない。（令和3年4月1日付けで理事継続任命　任期継続中のため）

理事B

退職手当は支給していない。（令和3年4月1日付けで理事任命　任期継続中のため）

役員の報酬については、「役員給与規則」において、学長にあっては国立大学法人評
価委員会が行う業績評価の結果等を勘案し、また、学長以外の常勤役員にあっては、同
委員会における業績評価及び個々の役員の業務に対する貢献度等を総合的に勘案して賞
与（期末特別手当）を１０％の範囲で増減できることとしている。なお、令和３年度に
おいては、役員賞与の増減は行っていない。

該当なし
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

本学においては、業務の効率化及び効果的な職員配置を行うなど、適切な
人員管理を行うことにより、人件費の削減に努めている。

職員の給与水準については、独立行政法人通則法の準用により「社会一般
の情勢に適合したものとなるよう定めなければならない」とされ、また、閣
議決定（H 25 . 12 .2 4）においても、役職員の給与改定に当たっては、職務の
特性や国家公務員・民間企業の役員・従業員の報酬・給与等を勘案すること
が求められていることから、人事院勧告は職員の給与水準を決定する上で最
も有力な参考材料と考えている。

令和３年度の本学の給与支給水準の設定に当たっては、他の国立大学法人
等、国家公務員のほか、令和３年度職種別民間給与実態調査によるデータの
うち、企業規模別（当該法人約２，６００人）、職種別平均支給額を参考に
した。

（１）国立大学法人鹿児島大学・・・当該法人は附属病院を持つ国立大学
法人であり、法人規模についても同等（常勤職員数約２，６００
人）となっている。

（２）国家公務員・・・令和３年度において、国家公務員のうち行政職俸
給表（一）の平均給与月額は４０７，１５３円となっており、全職
員の平均給与額は４１４，７２９円となっている。
なお、令和２年度は、行政職俸給表（一）の平均給与月額は
４０８，８６８円となっており、全職員の平均給与額は
４１６，２０３円となっている。

（３）職種別民間給与実態調査において、本学と同等の規模や職種の令和
３年４月分の平均支給額は次のようになっている。（新型コロナウ
イルス感染症に対処する医療現場の厳しい環境に鑑み、病院は調査
対象から除外されたため、医療職種については、平成３１年４月分
の平均支給額である。）
企業規模５００人以上 事務職種（時間外手当及び通勤手当差引後の額）

事務主任 3 6～ 4 0歳 ３４７，７３３円
事務係長 4 4～ 4 8歳 ４２９，１８２円
事務課長代理 48～ 5 2歳 ４９９，７３６円
事務課長 5 2～ 5 6歳 ６１６，３２８円
事務部長 5 6歳～ ７３３，９１４円

企業規模５００人以上 医療職種（時間外手当及び通勤手当差引後の額）
看護師 3 2～ 3 6歳 ２９４，９１１円
看護師長 4 8～ 5 2歳 ４２０，９１８円
総看護師長 5 6歳～ ５６５，８０６円

職員の勤務成績の判定については、職員個々の能力及び勤務成績等が適切
に給与に反映するよう努めることとし、勤務成績の判定要素及び勤務成績不
良者の判断基準を明確に示すことで公正、かつ、透明性の高い人事評価シス
テムを構築することとしている。

能率、勤務成績が反映される給与の内容
・給与（昇給）：平成１８年度に国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与

制度の見直しを行ったことにより、令和３年度（令和４年
１月）においては、令和３年１月１日から令和３年１２月
３１日までの勤務成績に応じて、０～８号給（５５歳以上
の者は０～２号給）の範囲内で昇給させることができるも
のとした。

・給与（昇格）：勤務成績が良好で、かつ、昇格基準に達している場合は、
その者の資格に応じて、上位の級に昇格させることができ
ることとしている。

・賞与（勤勉手当（査定分））：基準日（６月１日及び１２月１日）以前６
か月以内の期間における人事評価の結果、勤務成績等を踏
まえ、これらの勤務成績に応じた支給割合（成績率）を適
切に反映させることとしている。
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　③　 給与制度の内容及び令和３年度における主な改定内容

本学では、国立大学法人熊本大学職員給与規則に則り、本給及び諸手当（扶養手当、
管理職手当、特別都市手当、広域異動手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、爆
発物取扱等作業手当、死体処理手当、防疫等作業手当、放射線取扱手当、異常圧力内
作業手当、夜間看護等手当、夜間業務従事手当、教員特殊業務手当、教育実習等指導
手当、教育業務連絡指導手当、基本給の調整額、初任給調整手当、義務教育等教員特
別手当、教職調整額、附属幼稚園教諭等特別手当、安全衛生管理手当、入試手当、教
員免許状更新講習講師手当、専門看護師等手当、専門技師等手当、ＭＥ危険業務従事
手当、待機手当、超過勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、時間外診療担当手
当、救急勤務医手当、時間外分娩手当、新生児医療担当医手当、指導医手当、監査担
当医師手当、医療職員等特別手当、リサーチ・アドミニストレーター特殊業務手当、
競争的研究費等獲得手当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当、期末特別手
当及び附属幼稚園教諭等期末特別手当）としている。
期末手当については、期末手当基礎額（基準日（６月に支給する場合にあっては６

月１日、１２月に支給する場合にあっては１２月１日）において受ける基本給の月額
及び扶養手当の月額並びにこれらに対する特別都市手当及び広域異動手当の月額の合
計額）に、６月に支給する場合においては１００分の１２７．５、１２月に支給する
場合においては１００分の１２７．５乗じて得た額に基準日）基準日以前６ヶ月以内
の期間におけるその者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
勤勉手当については、勤勉手当基礎額（基準日（６月に支給する場合にあっては６

月１日、１２月に支給する場合にあっては１２月１日）において受ける基本給の月額
並びにこれに対する特別都市手当及び広域異動手当の月額の合計額）に基準日以前
６ヶ月以内の期間におけるその者の勤務期間の区分に応じた割合及び別に定める基準
に従って定める割合を乗じて得た額としている。
なお、令和３年度においては、職員給与に関連し、主に次の新規制定及び改正を

行っている。

令和３年４月１日改正

【常勤職員】

・期末手当の年間支給率を0.05月分引き下げ

・教育学研究科長の管理職手当の新設及び教育学部附属学校学校園長の常勤化並びに先進マグ

ネシウム国際 研究センターの改組に伴う管理職手当支給対象者一覧の改正

・研究代表者等として対象となる外部資金を獲得する教育職員に対し支給する競争的研究費等

獲得手当の新設

【年俸制適用職員】

・研究代表者等として対象となる外部資金を獲得する教育職員に対し支給する競争的研究費等

獲得手当の新設

令和３年７月１日改正

【常勤職員】

・副理事の新設に伴う管理職手当の一部改正

令和３年１０月１日改正

【年俸制適用職員】
・令和２年の人事院勧告を重要な参考資料として、年俸制適用職員の給与改定を行うことに伴
う一部改正
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1174 44.8 6,398 4,598 59 1,800
人 歳 千円 千円 千円 千円

419 43.2 5,593 4,069 63 1,524
人 歳 千円 千円 千円 千円

291 40.3 5,302 3,778 39 1,524
人 歳 千円 千円 千円 千円

321 51.9 8,554 6,094 71 2,460
人 歳 千円 千円 千円 千円

7 48.9 5,277 3,773 70 1,504
人 歳 千円 千円 千円 千円

22 41.6 7,226 5,321 69 1,905
人 歳 千円 千円 千円 千円

36 40.4 6,577 4,853 61 1,724
人 歳 千円 千円 千円 千円

78 43 5,720 4,085 52 1,635
人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －

人 歳 千円 千円 千円 千円

11 62 3,591 2,984 54 607
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 62 3,591 2,984 54 607
人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －

人 歳 千円 千円 千円 千円

581 37.1 4,616 3,341 47 1,275
人 歳 千円 千円 千円 千円

88 43.9 3,312 2,408 81 904
人 歳 千円 千円 千円 千円

321 34.6 4,777 3,449 37 1,328
人 歳 千円 千円 千円 千円

26 42.9 5,243 3,849 29 1,394
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 44 3,291 2,405 69 886
人 歳 千円 千円 千円 千円

115 35.4 4,876 3,525 52 1,351
人 歳 千円 千円 千円 千円

6 48.2 6,241 4,548 35 1,693
人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

12 48.8 4,561 3,348 54 1,213
人 歳 千円 千円 千円 千円

9 39.6 6,050 4,393 6 1,657

特定事業教員

寄附講座教員

コーディネーター

非常勤教員

技能・労務職種

医療職種
（病院医療技術職員）

事務・技術

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

医療職種
（病院看護師）

再任用職員

総額
区分

その他医療職種
（看護師）

指定職種

うち賞与人員

その他医療職種
（医療技術職員）

事務・技術

教育職種
（大学教員）

うち所定内

医療職種
（病院医療技術職員）

平均年齢
令和３年度の年間給与額（平均）

常勤職員

医療職種
（病院看護師）

技能・労務職種

教育職種
（附属高校教員）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

医療職種
（病院医療技術職員）
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[年俸制適用職員]

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

403 49.9 8,673 6,110 45 2,563
人 歳 千円 千円 千円 千円

403 49.9 8,673 6,110 45 2,563

人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －

人 歳 千円 千円 千円 千円

115 44.3 6,813 6,682 33 131
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 46.2 4,516 4,449 25 67
人 歳 千円 千円 千円 千円

39 46.2 6,452 6,218 34 234
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 38.1 5,134 5,034 25 100
人 歳 千円 千円 千円 千円

17 46 8,313 8,278 38 35
人 歳 千円 千円 千円 千円

45 43.3 7,122 7,031 31 91
人 歳 千円 千円 千円 千円

－ － － － － －

注３：任期付職員は年俸制適用の者のみのため、年俸制適用職員に記載している。

注９：常勤職員の「指定職種」とは、病院長をいう。

任期付職員

教育職種
（大学教員）

教育職種
（附属義務教育学校教員）

特定事業教員

寄附講座教員

患者相談員

うち賞与

非常勤職員

事務・技術

教育職種
（大学教員）

診療助手

常勤職員

教育職種
（大学教員）

人員 平均年齢
令和３年度の年間給与額（平均）

総額
うち所定内

注１：在外職員は該当者がいないため、表の作成を省略した。

注２：同じ職種区分において、公表対象者に年俸制を適用していない者と年俸制適用の者がそれぞれいる場合は、
項目を分けて、年俸制適用職員を別表で記載している。

注４：常勤職員の「その他医療職種（医療技術職員）」、「その他医療職種（看護師）」、「指定職種」、再任用職員の「医
療職種（病院看護師）」、「技能・労務職種」、「医療職種（病院医療技術職員）」、非常勤職員の「寄附講座教員」及び
年俸制適用職員のうち任期付職員の「教育職種（大学教員）」、「教育職種（附属義務教育学校教員）」、非常勤職員
の「患者相談員」については、該当者が２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、
区分以外は記載せず、常勤職員、任期付職員、再任用職員及び非常勤職員全体の数値からも除外している。

注５：常勤職員の「教育職種（附属高校教員）」とは、附属特別支援学校教員をいう。

注６：常勤職員の「教育職種（附属義務教育学校教員）」とは、附属小・中学校教員及び附属幼稚園教員をいう。

区分

注14：非常勤職員の「コーディネーター」とは、研究活動を円滑に推進するために必要な情報収集、企画及びマネジメ
ントの業務に従事する職員をいう。

注15：非常勤職員の「非常勤教員」とは、研究指導、講義、演習その他教育を担当し、又は外部資金等による研究プ
ロジェクト推進業務に従事する職員をいう。

注16：非常勤職員の「患者相談員」とは、病院における窓口患者相談業務に従事するほか、当該業務の遂行に支障
のない範囲で、その他の院内関連業務に従事する職員をいう。

注７：常勤職員の「その他医療職種（医療技術職員）」とは、病院以外に勤務する臨床検査技師、視能訓練士、言語聴
覚士をいう。

注８：常勤職員の「その他医療職種（看護師）」とは、病院以外に勤務する看護師をいう。

注10：非常勤職員の「技能・労務職種」とは、看護助手、教務助手、自動車運転手、技能補佐員及び臨時用務員をい
う。

注11：非常勤職員の「診療助手」とは、病院において医員及び医員(研修医)の指導、臨床教育の補助並びに診療に
従事し、必要に応じ、診療に関する研究に従事する職員をいう。

注12：非常勤職員の「特定事業教員」とは、外部資金等による特別事業又は教育研究プロジェクト事業等において、
研究又は研究支援を行うほか、当該研究又は研究支援の分野に属する授業、研究指導又は授業補助に従事する職
員をいう。

注13：非常勤職員の「寄附講座教員」とは、寄附講座における教育研究に従事するほか、当該寄附講座における教
育研究の遂行に支障のない範囲で、教育、研究又は診療に従事する職員をいう。
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②

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／医療職員（病院看護師）／教育職員（大学教員）)
〔在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、④まで同じ。〕

注２：20～23歳の該当者は1人であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均給与額につ
いては表示していない。
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

部長 10 57.4 8,505
課長 24 55.7 7,484
課長補佐 45 52.1 6,535
係長 177 46.0 5,860
主任 80 40.0 4,982
係員 83 30.3 3,886

（医療職員（病院看護師））

平均
人 歳 千円

看護部長 1 － －
副看護部長 4 54.0 7,404
看護師長 32 51.4 6,481
副看護師長 46 45.4 5,966
看護師 208 37.2 4,861

千円

10,865～7,508

7,204～5,662

6,823～4,537

6,333～3,973

5,982～2,705

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／医療職員（病院看護師）／教育職員（大学教員））

8,274～6,263

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）
千円

－

－

7,048～5,632

6,941～4,450

6,317～3,627
注1：看護部長の該当者は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均
年齢及び年間給与の平均額については記載していない。

注2：副看護部長の該当者は4人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年
間給与額（最高～最低）については記載していない。
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（教育職員（大学教員））

平均
人 歳 千円

教授 125 56.5 9,778
准教授 140 50.3 8,108
講師 10 50.3 7,223
助教 45 44.9 6,397
助手 1 － －

④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

55.9 56.6 56.3

％ ％ ％

44.1 43.4 43.7

％ ％ ％

         最高～最低 56.1～39.5 56.4～37.9 55.1～39.5

％ ％ ％

57.1 57.9 57.5

％ ％ ％

42.9 42.1 42.5

％ ％ ％

         最高～最低 48.4～32.1　 48.4～29.8 48.4～31.9

（医療職員（病院看護師））

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

51 53.7 52.4

％ ％ ％

49 46.3 47.6

％ ％ ％

         最高～最低 53.7～44.8 52.7～44.2 53.1～44.5

％ ％ ％

55.9 61.4 58.8

％ ％ ％

44.1 38.6 41.2

％ ％ ％

         最高～最低 48.4～39.7 44.2～33.9 46.2～36.7

（教育職員（大学教員））

夏季（６月） 冬季（12月） 計
％ ％ ％

54.8 54.7 54.8

％ ％ ％

45.2 45.3 45.2

％ ％ ％

         最高～最低 51.0～40.9 53.7～40.9 52.4～40.9

％ ％ ％

57 57.8 57.4

％ ％ ％

43 42.2 42.6

％ ％ ％

         最高～最低 48.4～39.0　 48.4～19.1 48.4～26.2

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一般
職員

管理
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一般
職員

賞与（令和３年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／医療職員（病院看護師）／教育職
員（大学教員））

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

区分

分布状況を示すグループ 人員 平均年齢
年間給与額

（最高～最低）

(注）助手の該当者は1人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、平均年齢
及び年間給与の平均額については記載していない。

千円

12,039～7,405

9,867～6,334

7,874～6,117

7,390～5,410

－
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３　給与水準の妥当性の検証等

事務・技術職員

医療職員（病院看護師）

引き続き、国家公務員の給与水準を参考としていく。

項目

講ずる措置

内容

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　９７．０
・年齢・地域勘案　　　　　　　 １０１．６

・年齢・学歴勘案　　　　　　 　８１．２

・年齢勘案　　　　　　　　　　　８２．２
・年齢・地域勘案　　　　　 　　９１．３

項目

　給与水準の妥当性の
　検証

対国家公務員
指数の状況

（参考）対他法人　　　　　　　 ９４．６

内容

（法人の検証結果）
【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合２７．７％】
　（国からの財政支出額１６，６４６百万円、支出予算の総額
　　６０，１８２百万円：令和３年度予算）
【累積欠損額　０円（令和３年度決算）】
【管理職の割合　８．１１％（常勤職員数４１９名中３４名）】
【大卒以上の高学歴者の割合７８．０４％（常勤職員数４１９名中３２７名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合２３．６％】
　（支出総額６０，１８２百万円、給与・報酬等支給総額１４，２１１百万円：令和３年度決算）

　国からの財政支出額は１６，６４６百万円であり、累積欠損はない。また、管理職の割合は８．１
１％、大卒以上の高学歴者の割合は７８．０４％、支出総額に占める給与・報酬等支給総額の
割合２３．６％である。なお、本学の給与制度は国家公務員の給与水準を参考にしており、令和
３年度の対国家公務員の比較指数は１００を上回っていないことから、本学の給与水準は適切
であると考える。

（文部科学大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員の給与等を勘案
し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、国家公務員と比べて給与水準が高い
法人は、その合理性及び妥当性について、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行
政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与及び民間企業の従業員の給与等を総合的に勘案したうえで、
職員の給与水準を設定しており、法人における給与水準の妥当性の検証結果から、適切な対
応が執られていると考える。引き続き、適切な給与水準の設定に努めていただきたい。

・年齢・地域・学歴勘案　　　  ９０．７

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

・年齢・学歴勘案　　　　　　　 ９４．４
・年齢・地域・学歴勘案　　　  ９９．３
（参考）対他法人　　　　　　 　９７．１

（法人の検証結果）
【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合２７．７％】
　（国からの財政支出額１６，６４６百万円、支出予算の総額
　　６０，１８２百万円：令和３年度予算）
【累積欠損額額　０円（令和３年度決算）】
【管理職の割合　１．７２％（常勤職員数２９１名中５名）】
【大卒以上の高学歴者の割合５１．８９％（常勤職員数２９１名中１５１名）】
【支出総額に占める給与・報酬等支給総額の割合２３．６％】
　（支出総額６０，１８２百万円、給与・報酬等支給総額１４，２１１百万円：令和３年度決算）

　国からの財政支出額は１６，６４６百万円であり、累積欠損はない。また、管理職の割合は１．７
２％、大卒以上の高学歴者の割合は５１．８９％、支出総額に占める給与・報酬等支給総額の
割合２３．６％である。なお、本学の給与制度は国家公務員の給与水準を参考にしており、令和
３年度の対国家公務員の比較指数は、年齢・地域勘案の指数が１００を僅かに上回るものの、
他の指数は１００を上回っていないことから、本学の給与水準は適切であると考える。

（文部科学大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業員の給与等を勘案
し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、国家公務員と比べて給与水準が高い
法人は、その合理性及び妥当性について、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行
政法人改革等に関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与及び民間企業の従業員の給与等を総合的に勘案したうえで、
職員の給与水準を設定しており、法人における給与水準の妥当性の検証結果から、適切な対
応が執られていると考える。引き続き、適切な給与水準の設定に努めていただきたい。

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置 引き続き、国家公務員の給与水準を参考としていく。
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○教育職員（大学教員）と国家公務員との給与水準比較指標　８８．６

４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

Ⅲ　総人件費について

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

千円 千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(D)
千円 千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)
27,936,575 27,344,635

福利厚生費

注：中期目標期間の開始年度分から当年度分までを記載する。

843,446

9,229,312

1,527,167

3,347,352

最広義人件費

9,025,384

3,292,637 3,339,322 3,321,051 3,330,918

非常勤役職員等給与
8,391,760 8,323,640 8,331,286 8,707,705

27,210,042 27,568,19027,112,64927,303,428

退職手当支給額
1,271,930 1,143,275 1,183,676 1,183,676

3,263,766

14,355,758 14,355,758 14,053,106 13,924,525

区　　分

給与、報酬等支給総額
14,375,972 14,353,097

（注）上記比較指標は、法人化前の国の教育職（一）と行政職（一）の年収比率を基礎に、令和３年度の

　　　教育職員（大学教員）と国の行政職（一）の年収比率を比較して算出した指数である。

一般職（一）(扶養親族がいない場合）
○２２歳（大卒初任給）

月額 182,200円 年間給与 2,986,000円
○３５歳（主任）

月額 280,300円 年間給与 4,655,000円
○５０歳（副課長）

月額 363,500円 年間給与 6,117,000円

※ 扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子１人に
つき10,000円を支給）

教育職（一）（扶養親族がいない場合）
○２４歳（修士修了 助教 初任給）

月額 243,200円 年間給与 3,986,000円
○３５歳（助教）

月額 329,200円 年間給与 5,467,000円
○５０歳（准教授）

月額 452,700円 年間給与 7,618,000円

※ 扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者6,500円、子１人に

つき10,000円を支給）

職員の勤務成績の判定については、職員個々の能力及び勤務成績等が
適切に給与に反映するよう努めることとし、勤務成績の判定要素及び勤
務成績不良者の判断基準を明確に示すことで公正、かつ、透明性の高い
手続きを構築することとしている。
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総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他
特になし

○「給与、報酬等支給額」については、人員管理方策の改善や教員の
新規採用の抑制を行ったため、令和3年度においては対前年度比
0.91％（128,581千円）の減少となった。

○「退職手当支給額」については、前年度に比べて役員等退職手当の
支給者が減少したことから、対前年度比44.77％（683,721千円）の減
少となった。

○「非常勤役職員等給与」については、運営費交付金によらない看護
師、特定事業教員及び寄附講座教員等の雇用増加により、対前年度比
2.26％（203,928千円）の増加となった。

○「福利厚生費」については、社会保険加入者の増加に伴い、対前年
度比0.49％（16,434千円）の増加となった。

○「最広義人件費」については、上記により、対前年度比2.12％
（591,940千円）の減少となった。
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